
Ⅰ

評価の視点 評価 得点 配点 主な評価資料

・本市の総合計画、さがみはら文化振興プラン、施設の
設置目的等を踏まえた事業の方針となっているか。

・指定管理者となる意義や責務を認識しているか。

（S：4点、A：3点、B：2点、C：0点）
・文化事業に対する意欲や熱意が十分に認められるか。

・計画されている事業の内容が施設の設置目的や市の施
策に合致しているか。

・計画されている事業の内容が実現可能なものである
か。

・計画されている事業が多くの市民の参加が図られる内
容となっているか。

・計画されている事業が来場者の満足が得られ、施設の
成果指標（指標１）を達成できるような内容となってい
るか。

・市民のニーズを的確に捉え、事業実施に反映できる仕
組みとなっているか。

（S10点、A：8点、B：5点、C：0点）

・施設や計画されている事業が広く周知されるような取
組（広報媒体の活用、ホームページの作成）の提案がさ
れているか。

・計画されている事業の内容が施設の設置目的や市の施
策に合致しているか。

・計画されている事業の内容が実現可能なものである
か。

・計画されている事業が多くの市民の参加が図られる内
容となっているか。

・計画されている事業が来場者の満足が得られ、施設の
成果指標（指標１）を達成できるような内容となってい
るか。

・地域の特性を捉え、地域の文化振興に資する内容と
なっているか。

（S10点、A：8点、B：5点、C：0点）

・市民のニーズを的確に捉え、事業実施に反映できる仕
組みとなっているか。

文化事業に関する事業計画及び実施能力

／10

・事業計画書（ウ　市民文化の向上を
図るための事業の実施に関する業務の
具体的な計画）

年間事業計画の理念・内容
（市民自らが芸術文化活動に
参加し、相互に交流できる機
会の提供）

・事業計画書（ウ　市民文化の向上を
図るための事業の実施に関する業務の
具体的な計画）

／10

年間事業計画の理念・内容
（優れた芸術を鑑賞する機会
の提供）

3

市民会館の指定管理者を選考するための評価基準

／4

S・A・B・C

2 S・A・B・C

市民会館における評価基準

市民会館の評価は次のとおりです。Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳの委員５名の評価得点を合計して、もっとも高い得点だった法人その他の団体が指定管理者候補団体とし
て選考されます。

1

・事業計画書（ア　管理運営に対する
基本的方針、抱負等）

文化事業に対する基本方針等
S・A・B・C

資料 １
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団体独自の発想に基づく提案

（S：4点、A：3点、B：2点、C：0点）

地域活性化に資する取組

（S：4点、A：3点、B：2点、C：0点）

申請団体の文化事業実績 ・過去に文化事業の実施など、事業の実績があるか。

・当該地域の文化の向上に寄与する事業が実施できてい
たか。

・事業実績では多くの入場者数が得られているか。

／40.0

／4

・事業計画書（カ　地域活性化に資す
る取組）

・市や地域団体との協働に関する提案がされているか。 S・A・B・C

6

（S：8点、A：6点、B：4点、C：0点）

5

・様式４（団体等の事業実績に関する
書類）

S・A・B・C ／8

／4
・文化振興施策や施設の設置目的等を積極的に遂行する
ための団体独自の特色ある事業の提案がされているか。

S・A・B・C4

・事業計画書（ウ　市民文化の向上を
図るための事業の実施に関する業務の
具体的な計画）

2



Ⅱ 施設管理を行う事業計画及び実施能力

・本市の総合計画、さがみはら文化振興プラン、施設の
設置目的等を踏まえた管理運営方針となっているか。

・指定管理者となる意義や責務を認識しているか。

（S：4点、A：3点、B：2点、C：0点）
・管理運営に対する意欲や熱意が十分に認められるか。

・日常的な維持管理について、施設の機能を維持するの
に十分な計画となっているか。

・定期的な維持管理（法定点検、自主点検等）について、施
設の機能を維持するのに十分な計画となっているか。

（S：8点、A：6点、B：4点、C：0点）
・環境配慮への取組が十分に図られているか。

・施設の役割を踏まえた、利用者の平等利用が図られる
内容であるか。

・利用料金は、利用区分及び金額が適切か。

・利用者増加の工夫がされているか。

・利用者サービスの工夫がされているか。

（S：8点、A：6点、B：4点、C：0点）

・利用率を高めるための提案内容があり、施設の成果指
標（指標２）を達成できるような内容となっているか。

・利用者満足度調査の手法の提案がされ、その手法は適
切であるか。

・利用者のニーズを積極的に把握し、管理に反映してい
く仕組があるか。

（S：8点、A：6点、B：4点、C：0点）

・利用者からの相談、苦情等を受け付けて、迅速に対応
するための窓口及び苦情等をサービス改善に反映する体
制が整備されているか。

申請団体の事業実績 ・過去に文化施設管理などの業務の実績があるか。

（S：8点、A：6点、B：4点、C：0点）

・施設利用者の安全を確保し、安定的な運営が行われて
いたか。

利用者満足度・利用者ニーズ
の把握

・様式４（団体等の事業実績に関する
書類）
・様式７（対象となる行政処分等に関
する書類）またはこれに代わる書類

・事業計画書（オ　利用者満足度・利
用者ニーズの把握）

S・A・B・C

9 S・A・B・C

10

施設等の維持管理の計画・内
容

S・A・B・C ／4

・事業計画書（ウ　市民文化の向上を
図るための事業の実施に関する業務の
具体的な計画）

市民サービス水準の確保及び
向上

／8

・事業計画書（ア　管理運営に対する
基本的方針、抱負等）

／8

／8

管理運営に対する基本方針等

／8S・A・B・C11

8

7

・事業計画書（イ　施設等の維持管理
の計画・内容）

S・A・B・C

3



・災害、事故、盗難等の発生時に迅速な対応ができる組
織体制となっているか。

・利用者の安全を確保することができる計画となってい
るか。

・安全管理、衛生管理、危機管理に関するマニュアルが
整備（又は、作成の計画）がされているか、また、施設
に従事する従業員全てがそれを把握できる取組がされて
いるか。

・衛生管理に対する取組が十分か。

・緊急時における連絡体制や市への通報体制が示されて
いるか。

（S：4点、A：3点、B：2点、C：0点）
・現金、書類等の管理方法が適切であるか。

0 ／40.0

・事業計画書（ケ　施設の安全、衛生
管理等の体制）
・様式７（対象となる行政処分等に関
する書類）またはこれに代わる書類

／4

施設の安全、衛生管理等の体
制

12 S・A・B・C
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Ⅲ 法人の経営・運営に関する能力

・団体の経営状況は、安定しているか。

・その施設を管理するに当たり、団体の資力は十分か。

・借入金の状況（有無、金額等）は、団体の規模に比し
て適切な状態となっているか。

・資産の運用状況（投機的支出の有無、金額等）は適切
であるか。

（S：8点、A：6点、B：4点、C：0点）
・財務書類等は、適切に作成されているか。

・事業計画書の人員配置で安定した管理運営が可能か。

・専門的な資格、技術、経験を有する者が適切に配置さ
れる体制となっているか。

・勤務体制が、勤務者の休暇、休憩等の取得が困難な体
制となっていないか。

・施設の巡視点検等が十分に実施できる体制となってい
るか。

（S：8点、A：6点、B：4点、C：0点）
・人材確保に向けた適切な採用計画は示されているか。

地域活性化に資する取組 ・地元雇用に配慮しているか。

（S：4点、A：3点、B：2点、C：0点）

・再委託等に当たって、市内事業者等（※）の活用がさ
れているか。

・組織の規模は十分であるか。

・職員、従業員に対して必要な研修を適宜実施している
か。

（S：4点、A：3点、B：2点、C：0点）

・職員、従業員に対して、計画的・効果的な職員育成を
行っているか。

・労働諸法の遵守がされているか。

・従業員の労働条件（労働時間、健康管理、ワーク・ラ
イフ・バランスへの配慮等）は適切か。

（S：4点、A：3点、B：2点、C：0点）
・障害者や高齢者の雇用に配慮しているか。

・事業計画書（ク　雇用及び労働条
件）
・様式２（団体等の労働条件）
・様式３（障害者や高齢者、市民の雇
用状況）
・様式７（対象となる行政処分等に関
する書類）またはこれに代わる書類

／8

・事業計画書（エ　管理に必要な人員
の配置）

／8

・決算資料　等
・様式７（対象となる行政処分等に関
する書類）またはこれに代わる書類

／4

15

・事業計画書（カ　地域活性化に資す
る取組）
・様式１（委託業務予定表）
・様式３（障害者や高齢者、市民の雇
用状況）

／4

／4

・事業計画書（キ　組織・人員体制）
・様式７（対象となる行政処分等に関
する書類）またはこれに代わる書類

S・A・B・C

17
雇用及び労働条件

S・A・B・C

16

S・A・B・C

13
申請団体の経営状況

S・A・B・C

組織・人員体制

S・A・B・C

14
管理に必要な人員の配置

5



・個人情報保護法、個人情報保護条例及び情報公開条例
等、個人情報保護及び情報公開に関する関係法令を理解
しているか。

・個人情報の保護についてのシステムが整備されている
か。

・取扱う個人情報の保管方法は適切か。

・万が一、個人情報が流出した場合の対応が検討されて
いるか。

（S：4点、A：3点、B：2点、C：0点）

・団体の情報開示等、透明性のある体制となっている
か。

公共性への取組
・地域団体や自治体等と協働して実施した事業等の実績
があるか。

（S：4点、A：3点、B：2点、C：0点）

・企業活動としてのボランティアなど奉仕的な取組がさ
れているか。

・法令遵守（コンプライアンス）の取組がされている
か。

・過去５年間で改善を要する行政処分や指導を受けてい
ないか。また、これまでに行政処分や指導を受けたこと
があった場合には改善の取組等はしっかりと実施されて
いるか。

・情報セキュリティの確保に向けた取組が十分か。

（S：8点、A：6点、B：4点、C：0点）
・法定雇用障害者数の達成に向けた取組が十分か。

／44.0

／8

・事業計画書（シ　法令等の遵守）
・様式３（障害者や高齢者、市民の雇
用状況）
・様式７（対象となる行政処分等に関
する書類）またはこれに代わる書類

S・A・B・C

／4

・事業計画書（コ　個人情報保護及び
情報公開の体制）
・様式７（対象となる行政処分等に関
する書類）またはこれに代わる書類

20

法令等の遵守

／4

・事業計画書（サ　公共性への取組）
・様式７（対象となる行政処分等に関
する書類）またはこれに代わる書類

19

18

S・A・B・C

個人情報保護及び情報公開の
体制

S・A・B・C

※市内事業者等とは、市内事業者等とは市内業者、準市内業者、地方自治法施行令第167条の2第1項第3号の規定により随意契約をすることができる団体（シルバー人材
センター等）及び市内に所在する障害者優先調達推進法第2条第4項に定める障害者就労施設等をいう。
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Ⅳ 収支計画・経費的効果

評価の視点 評価 得点 配点 主な評価資料

・収入の見込は適切か。

・利用者サービスの質は確保されているか。

・経費の算出根拠が明確かつ妥当であるか。

（S：8点、A：6点、B：4点、C：0点）

・施設管理に係る経費と事業実施に係る経費の割合が妥
当か。

22 経費的効果 ／12

0 ／20.0

【Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ（22は除く）の評価の方法】

◎ 申請者の提案等が、評価の視点を満たしており、かつ、その内容が優れている。

○ 申請者の提案等が、評価の視点を満たしている。

（評価）

Ｓ 評価項目における全ての評価の視点に「◎」又は「○」がつき、かつ、「◎」の数が当該評価項目の評価の視点の総数の３分の２以上である。

ただし、評価の視点の項目が２項目以下の場合は、１つ以上の項目に「◎」がつくこととする。

Ａ 評価項目における全ての評価の視点に「◎」又は「○」がつき、「◎」の数が当該評価項目の評価の視点の総数の３分の２未満である。

Ｂ

Ｃ

※

・事業計画書（ス　利益の還元）※任
意提案項目

・事業計画書
・収支予算書

・収支予算書　※提案額のみ

(／8)

(／4)

全ての項目に「○」がつく（◎はない。）。

S・A・B・C

　指定管理者候補団体の最低基準点は、評価基準の評価の得点（選考委員５名の合計得点）が３６０点以上とする。ただし、評価項目に「Ｃ」の評価がある場合は、別途、
指定管理者としての適格性について協議を指定管理者選考委員会において行う。

／8

「◎」又は「○」がつかない項目がある。

収支計画の妥当性

指定管理料の削減

[下記計算式により採点を行う]
（上限額－提案額）÷（上限額－最低提案額）×　配点

※計算結果における小数点以下の端数は、四捨五入するものとする。
※上限額と最低提案額との差が1％未満である場合は、全ての申請団体につい
て、一律、配点の50％を得点とする。
※「収支計画の妥当性」がＣ評価の提案については、計算式の算定基準から
除外するとともに、その得点を０点とする。

利益の還元

21

[下記の基準により採点を行う]

利益の還元に関する提案が無い又は具体性に欠けている。：１点
利益の還元方法が具体的に示されている。：２点
（利益の還元割合又は還元額が示されている場合については、想定される効
果に応じて、更に２点まで加点することができる。）

※「指定管理料の削減」及び「利益の還元」の合計得点
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